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久居駅東口公共自転車等駐車場（以下「駐車場」という。）の指定管理者が行う業務の

内容及びその範囲等は、津市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例（平成１８年津

市条例第２１０号。以下「条例」という。）、津市自転車等駐車場の設置及び管理に関する

条例施行規則（平成１８年津市規則第１９８号。以下「規則」という。）及び募集要項に

定めるもののほか、この要求水準書による。 

 

１ 駐車場の管理に関する考え方 

  駐車場は、次に掲げる項目を踏まえ、効果的な管理運営を行うこととする。 

⑴ 駐車場は、原動機付自転車（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第

１０号に規定する原動機付自転車をいう。以下同じ。）又は自転車（同項第１１号の２に規

定する自転車をいう。以下同じ。）（以下「自転車等」という。）を利用する者の利便を確保

するとともに、駅周辺の交通の安全確保を図るために設置した施設であることを認識し、

次に掲げる事項に配慮した管理運営を行うこと。 

ア 駅周辺における環境美化 

イ 駐車場・管理室及び敷地内の管理 

ウ 日常的な清掃・設備等の管理 

エ 小規模な修繕 

⑵ 利用者に係る個人情報の保護を徹底すること。 

⑶ 利用者等の意見も反映した効率的運営を行うこと。 

⑷ 管理運営費の削減に努めること。 

 

２ 駐車場の施設概要 

⑴ 名 称   久居駅東口公共自転車等駐車場 

⑵ 所在地   津市久居新町９０５番地８ 

⑶ 敷地面積  １，２３０．５８㎡ 

⑷ 施設の構造等 

ア 構  造  鉄骨造・一部鉄筋コンクリート造 平屋建て 

駐輪ラック及び駐輪パイプ付き、照明付き 

イ 延床面積  ８３１．２１㎡ 

ウ 収容台数  ５１０台（原動機付自転車３０台、自転車４８０台） 

エ 施設内容  自転車等駐車場、管理室 

オ 供用開始  令和２年４月１日 

 

３ 駐車場の運営概要 

⑴ 利用可能日  １月１日～１２月３１日（年中無休） 

⑵ 利用時間   ２４時間 

⑶ 利用方法   定期使用及び一時使用 

⑷ 有人管理時間 月～土曜日 午前７時～午前９時３０分及び午後４時３０分～ 

午後８時（祝日及び年末年始（１２月２９日～翌年１月３日）を 

除く。） 
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４ 定期使用及び一時使用の取扱い 

  定期使用台数及び一時使用台数の配分及び駐車位置については、原則、別紙１のとおり

とするが、周辺自転車等駐車場の設置状況等により変更の必要がある場合は、事前に定期

使用及び一時使用の配分及び駐車位置について、本市と協議を行うこととする。 

  供用開始時の定期使用及び一時使用の台数 

定期使用（原付） ２５台 

一時使用（原付） ５台 

定期使用（自転車） ４６１台 

一時使用（自転車） １９台 

合 計 ５１０台 

 

５ 指定期間（予定） 

  令和９年４月１日～令和１４年３月３１日（５年間） 

 

６ 業務内容 

指定管理者は、「使用登録券」（規則第２号様式その１）、「パスカード」（規則第２号様

式その２）及び「一時使用券」（規則第２号様式の３）を常備し、次に掲げる業務を行い、

駐車場を適正に管理するものとする。 

⑴ 駐車場の使用の許可に係る業務 

  ア 定期使用を希望する利用者から「自転車等駐車場使用登録申請書」（規則第１号様

式）を受理し使用登録券及びパスカード、並びに別紙２「注意事項書」を交付し、条

例別表第２に規定する駐車料金を徴収する。また、利用者情報を登録し、管理する。 

  イ 一時使用を希望する利用者へは一時使用券を交付し、条例別表第２に規定する駐車

料金を徴収する。 

  ウ 「自転車等駐車場定期使用者住所等変更届」（規則第２号様式の４）の提出があれ

ば受理し、利用者情報の変更の措置を行う。 

  エ 使用登録券若しくはパスカードを損傷又は紛失した利用者より「自転車等駐車場使

用登録券等再交付申請書」（規則第３号様式）の提出があれば受理し、適正と認めら

れたものについて再発行の措置を行う。 

  オ 駐車料金の減免を希望する者から「自転車等駐車場駐車料金減免申請書」（規則第

４号様式）の提出があれば受理し、適正と認められたものについて減免の措置を行う。 

  カ 「自転車等駐車場駐車料金還付申請書」（規則第５号様式）の提出があれば受理し、

適正と認められたものについて還付の措置を行う。 

⑵ 駐車場の施設、設備器具等の維持管理に関する業務 

 ア 日常点検等 

   駐車場の適正な管理を行うとともに、故障や事故等が発見された場合及び故障や事

故等の発生が予想される場合は、直ちに対応措置を講ずること。 

イ 清掃業務 

   駐車場敷地内及び管理室等の清掃に努め、良好な維持管理に努めること。 
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ウ 施設及び設備の維持及び修繕等 

   設備器具及び備品等が破損、消耗等した場合は、本市に報告したうえ、１件当たり

１０万円未満等の修繕及び補修等については、指定管理者の費用負担で実施すること。 

 エ 設備の維持管理等で必要な委託業務等は、別紙３を基準とすること。 

 オ 駐車場内巡視 

駐車場内を巡視し、無断駐車や駐車期間を過ぎた自転車等がある場合は、その旨を 

当該自転車等の定期使用者については連絡を取り、一時使用者には警告の貼り紙をし 

たうえで、撤去等の措置を行うこと。 

 ⑶ その他市長が必要と認める業務 

 

７ 指定期間前の業務 

  指定管理者は、指定期間の開始前に、本市との協議や指定期間開始に向けた準備を行う

こと。これら準備に係る業務の費用等は、指定管理者の負担で行うこととする。 

 

８ 指定管理者の業務を通じて取得した個人情報等の取扱い 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び津市個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和４年津市条例第３４号）の規定に基づき、個人情

報が適切に保護されるよう配慮するとともに、駐車場の管理運営業務に関して知り得た情

報を漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。指定期間終了後も同様とする。  

 

９ 管理運営に関する情報の公開 

指定管理者は、駐車場の管理運営に関して保有する情報について情報公開請求があった

場合は、関係法令に基づき対応するものとする。 

 

10 法令等の遵守 

  駐車場の管理にあたっては、本要求水準書のほか、次の各号に掲げる法令等を遵守しな

ければならない。なお、指定期間中にこれら法令等に改正があった場合は、改正された内

容によるものとする。 

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）ほか行政関係法規 

⑵ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

ほか労働関係法規 

 ⑶ 個人情報の保護に関する法律 

⑷ 津市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例 

⑸ 津市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例施行規則 

⑹ 津市行政手続条例（平成１８年津市条例第２１号） 

⑺ 津市情報公開条例（平成１８年津市条例第２２号） 

⑻ 津市個人情報の保護に関する法律施行条例 

⑼ その他駐車場を管理運営するための業務に関連するすべての法令等 

 

11 業務の再委託について  

駐車場の管理に係る業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。 

ただし、当該業務の一部を第三者に委託することにつきあらかじめ本市の承諾を受けた 
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 ときは、この限りではない。 

 

12 管理運営に係る条件 

  駐車場の管理運営に伴う配置スタッフの雇用等に当たっては、次の各号に掲げる条件を

遵守するものとする。 

⑴ 有人管理時間内には施設運営に必要な知識を有する配置スタッフを１名以上、常時配

置すること。また、配置スタッフの接遇能力向上を図るため、研修を実施すること。 

 なお、配置スタッフとは、本施設の管理運営業務に従事する指定管理者の雇用する者 

（正社員、契約社員、パートタイマー、アルバイト等雇用形態を問わない）をいう。 

⑵ 災害や事故等、緊急時の対応に関すること 

ア 指定管理者は、事故等の発生に備え常に避難指示系統を明確にし、迅速な対応が 

できる体制を整えておくこと。 

 イ 緊急時対策や、防災・防犯対策のマニュアルを作成し本市に提出の上、配置スタ 

ッフに徹底すること。また、緊急事態が発生又は発生の恐れが生じた場合は、マニ 

ュアルに従って速やかに処置を講じるものとし、本市をはじめ関係機関に連絡通報 

すること。 

 ウ 緊急用の連絡先について、施設内に掲示すること。また、管理従事者が不在時に 

利用者又は市等から緊急連絡があった場合は、誠実に対応すること。 

⑶ 個人情報等の保護について、配置スタッフに周知・徹底を図ること。 

⑷ 業務の従事者等に対しては、雇用・労働条件に関し、適切な対応等を図ること。 

 

13 管理運営に係る経費等 

利用料金制を導入するため、指定管理者は利用者が支払う駐車料金を自らの収入として

収納し、以下の区分による施設の管理運営費に充当することとする。 

なお、災害時等の特別な場合を除き、原則として本市からの経費的措置は行わない。 

⑴ 経費区分 

ア 人件費 

イ 施設維持管理費  

光熱水費、修繕料（１件当たり１０万円以上の修繕費については本市負担）及び保 

守点検費 

  ウ 事務費 

消耗品費、通信運搬費及びその他諸経費 

  

14 経理及び書類の整備  

⑴ 指定管理者は、駐車場の管理に係る経費について、指定管理者が行う他の事業と区分 

して経理するものとする。 

⑵ 指定管理者は、業務に係る経理を明らかにした関係書類を整備し、毎会計年度の終了

後５年間保存するものとする。 

 

15 業務報告 

 ⑴ 業務日報の作成 

   管理業務の実施に当たり、次に掲げる項目について業務日報を作成し、管理業務の実 
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施状況を把握しなければならない。 

  ア 駐車場の管理業務の実施状況及び利用状況 

  イ 駐車料金の収入の実績 

  ウ 駐車場の管理に係る経費の収支状況 

  エ その他市長が必要と認める事項 

 ⑵ 業務報告書の作成・提出 

   業務日報に基づく実施状況の報告書（以下「業務報告書」という。）を毎月作成し、 

当該月の終了後１０日以内に本市に提出しなければならない。 

⑶ 年間事業計画書等の作成・提出 

   次年度の事業計画書及び収支計画書を毎年度１１月３０日までに作成し、本市へ提 

出すること。ただし、指定期間の最終年度は除く。 

⑷ 年間事業報告書の作成・提出 

毎年度終了後３０日以内に業務報告書等に基づき、管理業務の実績を記載した事業報 

告書を作成し、本市へ提出すること。 

   

16 事業の検証及び評価等の実施 

本市は、指定管理者による適正なサービスの提供を確保するため、次のとおり管理運営 

について評価等を行うものとする。 

⑴ 定期評価 

本市は、指定管理者から提出された業務報告書等に関し、本要求水準書に示す指定管 

理者の業務の水準等を満たしているかについて、月に１回定期に確認するものとする。 

⑵  随時評価 

   本市は、必要があると認めるときは、駐車場の管理の業務内容及び経理状況について

指定管理者に説明を求め、又は駐車場への立ち入り検査により確認を行うものとする。

指定管理者はこれに協力するものとする。 

 

17 保険の加入 

⑴ 駐車場の施設に係る火災保険は、本市の負担により本市が加入するものとする。 

⑵ 指定管理者は、駐車場の使用者その他駐車場を使用する者を対象とする損害賠償 

保険に指定管理者の負担により加入するものとする。 
 

18 市と指定管理者との責任分担 

市と指定管理者との責任分担は、原則として別紙４「リスク分担表」のとおりとする。

ただし、「リスク分担表」に定める事項で疑義がある場合又は定めのないリスクが生じた

場合は、市と指定管理者が協議の上、責任分担を決定するものとする。 

 

19 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応  

利用料金制を導入しており、指定管理者が適格請求書発行事業者となることが必要とな 

るため、指定管理者において登録手続きを行い、適格請求書の交付を希望する事業者等に 

対して、指定管理者の名称と登録番号を記載した適格請求書を交付することとする。  

交付した適格請求書については、指定管理者が保存することとする。 
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20 指定の取消し等  

⑴ 指定期間の終了前の指定の取消し  

ア 指定の取消し等本市は、条例第２６条第１項の規定に基づき、指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定の取消し又は期間を定めて

管理業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとする。 

イ 原状回復の義務指定管理者は、その指定の期間が終了したとき又は条例第２６条第 

１項の規定により指定を取り消されたとき等は、条例第２７条の規定に基づき、その 

管理しなくなった施設、設備器具等を速やかに原状に回復しなければならない。 

なお、原状回復にかかる費用は指定管理者の負担とする。  

⑵ 指定期間の途中での指定管理者の撤退等  

指定管理者が、自己の都合又は条例第２６条第１項の規定により指定期間の終了前に 

  業務を履行できなくなった場合は、これにより生じた本市の損害については、指定管理 

  者は賠償の責めを負うものとする。  

 

21 指定期間終了にあたっての引継ぎ 

指定期間が終了した場合には、指定管理者は、次期指定管理者等との間で円滑な引継ぎ 

を行うこと。 

 なお、次期指定管理者の指定期間開始前に支払われた施設利用料金についても引き継ぐ 

ものとする。 

 これら原状回復や引継ぎに要する経費の一切は、指定管理者が負担するものとし、 施 

設の現状や課題等の詳細を次期指定管理者に説明するものとする。 
 

22 その他留意事項 

⑴ 指定管理者は、経理規程を策定し、経理事務を行わなければならない。 

 ⑵ 指定管理者は、本要求水準書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処 

理について疑義が生じた場合は、本市と協議のうえ対応するものとする。 

⑶ 指定管理者は、本市の所有に属する別表の備品については、備品台帳を備えて整理 

し、購入及び廃棄等の異動について定期的に本市に報告しなければならない。 

⑷ 業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施することとする。 

ア 公の施設であることを常に念頭に置いて、公平な運営を行うこととし、特定の団体

等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

イ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程・要綱等を作成する場合は、あらかじ 

め本市と協議を行うこと。 

ウ 各種規程等がない場合は、本市の諸規程に準じて実施するとともに、適宜本市と 

協議すること。 

 


